
採掘権取得

施業案（申請）
（法６３条、６３条の２）

事業休止申請
（法６２条第３項）

施業案（申請）
（法６３条、６３条の２）

事業着手延期申請
（法６２条第２項）

鉱業事務所設置

届出（法６８条）

聴聞
（法５６条第２項）

事業着手延期申

請手続きなし

事業に着手できない場合

正当な事由なし

正当な

事由あり

正当な

事由あり

正当な

事由なし

最大

２年間

１年以上休止

する場合

６ヶ月

１年

６ヶ月以内に

着手する義務
（法６２条第１項）

鉱業権に関する手続きフロー
（採掘権）

鉱業事務所設置

届出（法６８条）

事業に着手

する場合

正当な

事由あり

認可

認可

鉱業権取消

（法５５条）

事業着手延期申請
（法６２条２項）

事業再開届出
（法６２条第４項）

事業を再開

する場合

１年半

以降同様

２年半

鉱業事務所設置

届出（法６８条）

２年

施業案（申請）
（法６３条、６３条の２）

聴聞
（法５６条第２項）

正当な事由なし

正当な

事由あり

事業着手延期

申請手続きなし

正当な

事由なし
正当な

事由あり

認可

※事業に着手できないとき、

又は引き続き事業を休止し

ようとするときは、最大２年

毎に経済産業局長の認可

を受けなければなりません。
（法６２条第２項、第３項）

鉱業権取消

（法５５条）

：鉱業権者が行う行為・手続き等

局が行う行政行為 手続き等：局が行う行政行為・手続き等

：局が行う行政処分等


